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1. 寒川町の学校給食の現状と課題 

1.1 給食実施の背景 

学校給食の基本的な考え方 

昭和 29 年に制定された学校給食法において、学校給食は「児童及び生徒の心身の健全な発達

に資するもの」と明記されている。 

平成 20 年 6 月に改正され、学校給食の新たな目的として、「食に関する正しい理解と適切な判

断力を養う上で重要な役割を果たすもの」であることが明記された。さらに、学校給食の目標が

見直され、学校給食を活用した食に関する指導の実施に関し必要な事項を定め、学校給食の普及

充実および学校における食育の推進を図ることとしている（表 1-1）。 

また、第 4 条において、「義務教育諸学校の設置者は、当該義務教育諸学校において学校給食

が実施されるように努めなければならない。」旨が記されており、学校給食の実施は義務教育諸

学校の設置者の任務と規定されている。 

表 1-1 学校給食の目標（学校給食法第 2 条） 

1. 適切な栄養の摂取による健康の保持増進を図ること 

2. 日常生活における食事について正しい理解を深め、健全な食生活を営むことができる

判断力を培い、及び望ましい食習慣を養うこと 

3. 学校生活を豊かにし、明るい社交性および協同の精神を養うこと 

4. 食生活が自然の恩恵の上に成り立つものであることについての理解を深め、生命及び

自然を尊重する精神並びに環境の保全に寄与する態度を養うこと 

5. 食生活が食にかかわる人々の様々な活動に支えられていることについての理解を深

め、勤労を重んずる態度を養うこと 

6. 我が国や各地域の優れた伝統的な食文化についての理解を深めること 

7. 食料の生産、流通および消費について、正しい理解に導くこと 

 

寒川町の学校給食 

寒川町の学校給食は、昭和 33 年 3 月から寒川町立寒川小学校で完全給食による給食提供を開

始した。その後、昭和 36 年 10 月に寒川町立一之宮小学校、同年 11 月に寒川町立旭小学校で給

食提供が開始され、昭和 55 年 4 月に寒川町立小谷小学校、平成 6 年 4 月に寒川町立南小学校が

それぞれ開校と同時に給食提供が開始された。当初より、自校直営式で町直営による学校給食の

提供を行っている。 

また、各小学校に栄養士を配置（平成 23 年度からは栄養教諭を 1 名配置）して、調理員と共

に食育を進めてきた。それにより、町内全ての児童に対し、栄養摂取にとどまらない学校給食の

役割を担ってきた。また、自校直営式の特性である身近な場で調理することにより、児童に対し

て食べ残しを減らす取り組みを始め、他にも食育に様々な効果をもたらしてきた。 

しかしながら、各小学校における給食調理室の老朽化が進んでおり、今後、設備の更新、施設

の大規模改修及び中学校における完全給食実施の検討が必要となってきている。このことから、

平成 24 年度に「寒川町学校給食あり方検討委員会」を組織し、学校給食の形態及び実施方法の
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調査・検討を行った。町の方針として、小学校については自校直営式を堅持、中学校については

将来的には完全給食を実施する必要はあるが、引き続きお弁当とスクールランチを併用すること

とした。 

その結果をもとに、「寒川町学校給食検討会」において、さらに詳細に検討した結果、小学校

は引き続き自校直営式、中学校は選択式デリバリーランチ方式を基本方針とすることで平成 27

年 2 月に政策決定したところである。しかし、社会情勢の変化や寒川町公共施設等総合管理計画

における公共施設等のあり方、そして数十年という長い期間を見通した小・中学校における完全

給食の持続可能な方法を考慮した結果、平成 29 年 11 月に小・中学校を合わせたセンター方式に

よる完全給食の実施への方針変更を政策判断した。 

平成 30 年 4 月に「寒川町学校給食センター整備内部・外部検討委員会」を設置し、施設整備

や管理運営等一連の業務について、寒川町にふさわしい新たな学校給食センターの整備に資する

ため、様々な視点から具体的な検討を行っていく。 
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学校給食の対象校 

学校給食の対象となる小中学校は、表 1-2 及び図 1-1 のとおりである。 

表 1-2 対象校 

小学校 ①寒川小学校、②一之宮小学校、③旭小学校、④小谷小学校、⑤南小学校 

中学校 ⑥寒川中学校、⑦旭が丘中学校、⑧寒川東中学校 

  

図 1-1 対象校位置図 

③旭小学校 

⑦旭が丘中学校 

⑥寒川中学校 
①寒川小学校 

②一之宮小学校 

⑤南小学校 

④小谷小学校 

⑧寒川東中学校 

※小中学校の番号は開校順による 
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児童・生徒数の推移 

児童・生徒数の推移については、「寒川町人口ビジョン」（平成 28 年 3 月）のデータをもとに

分析する。「寒川町人口ビジョン」では下記の 2 パターンで推計を行っている。 

・ 将来人口推計 

住民基本台帳をベースとし、地区別に「自然増減」（出生と死亡）及び「社会増減」（転

入と転出）という 2 つの「人口変動要因」に基づいて年齢階層ごとに将来人口を推計する

一般的な手法。 

 

・ 将来展望を踏まえた人口シミュレーション 

 将来人口推計をもとに、「雇用機会の確保と産業の創出」、「若い世代の子育て環境の整

備」、「まちの魅力と認知度の向上」に向けた施策により、出生率及び人口移動率低下を改

善した人口シミュレーション。 

 

※ 寒川町人口ビジョンとは 

急速な少子化・高齢化の進展に伴う人口の減少に歯止めをかけるとともに、地域で住みよい

環境を確保することを目的として制定された「まち・ひと・しごと創生法」に基づき国が策定

した「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「総合戦略」を勘案しながら、本町の実情

を踏まえて「寒川町まち・ひと・しごと創生総合戦略」とともに策定された人口ビジョン。 

 

(1) 総人口及び児童・生徒人口の推計 

・ 将来人口推計 

寒川町全域の人口は 48,167 人（2015 年現在）であるが、2060 年には 36,282 人とな

ることが見込まれている。また、児童・生徒が含まれる 0 歳～14 歳の人口は、2015 年

現在では 6,614 人であるが、2060 年には 4,103 人になると推計されている。 

 

・ 将来展望を踏まえた人口シミュレーション 

寒川町全域の人口は 48,167 人（2015 年現在）であるが、2060 年には 44,656 人とな

ることが見込まれている。また、児童・生徒が含まれる 0 歳～14 歳の人口は、2015 年

現在では 6,614 人であるが、2060 年には 7,763 人になると推計されている。 

 

(2) 各小学校の児童生徒数の推計 

・ 将来人口推計 

旭小学校区以外は全て減少傾向にあり、旭小学校区は平成 60 年～平成 70 年まで増加

傾向にある。 

 

・ 将来展望を踏まえた人口シミュレーション 

一之宮小学校区以外は増加傾向にあり、特に旭小学校区の増加率が高くなっている。

一之宮小学校区は平成 45 年以降減少している。 
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 将来人口推計と将来展望を踏まえた人口シミュ―レーション（総人口） 

 データは、H28 年 3 月 寒川町人口ビジョンより引用 

 

図 1-2 将来人口推計 

 

図 1-3 将来展望を踏まえた人口シミュレーション 
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（各小学校区 5歳～14歳） 

表 1-3 将来人口推計 

 

 

図 1-4 将来人口推計結果 

表 1-4 将来展望を踏まえた人口シミュレーション 

 

 
図 1-5 人口シミューション結果 H27 年 3 月 31 日時点推計 
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(2058)
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(2063)



7 

 

1.2 小学校給食調理室の現状と課題 

小学校給食調理室の概要 

各小学校給食調理室の概要は表 1-5 のとおりである。全般的に施設・設備が老朽化しており、

運営面・衛生面等において、十分とは言えない状況にある。 

表 1-5 小学校給食調理室の概要（平成 30 年 4 月） 

学校名 寒川小学校 
一之宮 

小学校 
旭小学校 小谷小学校 南小学校 合計 

建築年月日 
S45.2 新築 

S61.12 改築 

S54.12 新築 

S60 改築 

S52.12 新築 

S62 増改築 

S55.3 新築 

S60 改修 

H6.1 新築 
― 

延床面積 427 ㎡ 434 ㎡ 259 ㎡ 247 ㎡ 290 ㎡ ― 

食数 568 食 391 食 765 食 534 食 540 食 2,798 食 

作業方式 ウェット方式（ドライ運用）  

 

  

ラインのみで区別されている 
汚染区域と非汚染区域 

しっかりはまらない排水溝 

写真 1-1 小学校給食調理室の現状 

小学校における食育の状況 

小学校ごとに、学校指導要領、食育基本法、食育推進基本計画、寒川町教育振興基本計画に基

づき食に関する指導の全体計画を定め、食育に取り組んでいる。（P.24～31 参考 4「各小中学校

における食に関する指導の全体計画」を参照） 

また、各小学校の栄養教諭・栄養士が献立を工夫し、児童と距離の近い心の通い合う給食を実

施し、学校給食法第 2 条に規定する「学校給食の目標」を達成するための取り組みを行っている。

具体的には、旬の食材を使い、季節を感じられるもの、学校行事に関連づけたもの、児童の企画

や教職員のリクエストに応じたもの、地場産や授業で育てた野菜を食材としたもの、調理員のア

イディアから生まれたもの等があり、学校内の直営調理場ならではの取り組みを行っている。残

食量など、学級の食事の様子が調理施設で把握できるので、児童の実情に合わせた献立を作成す

ることができる。 

児童と調理員の交流も盛んであり、「ふれあいノート」や「こども郵便局のハガキ」でのやり

とり、完食したクラスへのリクエストカードのプレゼント、激励のメッセージ等を送るほか、掲

示物や献立表の装飾により、児童の食への関心を高める取り組みも行っている。これらの成果に
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より、給食の残食量は低い水準を維持している。また、低学年の教室へ調理員が出向き、配膳や

下膳の作業を共にする機会も設けている（表 1-6、写真 1-2）。 

このように自校直営式の強みを最大限に活かした食育を行っているものの、実際に原材料が調

理され、給食ができあがる工程を見学できるような、食育においてより効果的な環境は整備され

ていない状況である。 

表 1-6 食育の主なパターン 

〇給食だより、掲示物等による食育啓発 学校 ⇒ 子供 

〇クイズ形式など、学校内での掲示物による食育教育 学校 ⇒ 子供 

〇窓越しに給食調理室を見ての交流 学校 ⇐ 子供 

〇ノート交換等による意見交換 学校 ⇔ 子供 

〇ランチルームや授業を通しての食育 学校 ⇔ 子供 

 

  

交換ノート 
～子供たちと調理員の交流に～ 

栄養士、調理員の顔が見える交流 

  

校内食育クイズ 掲示物で給食のことをお知らせ 

写真 1-2 さまざまな食育への取り組み 

小学校における喫食時間 

各小学校で時間割を定めており、給食の時間は、配膳から喫食を含めた給食の時間を 40 分ま

たは 45 分確保している。各小学校の時間割を表 1-7 にまとめた。 

また、各階の配膳室には、調理員が配置されており、配膳時に児童との交流が図られている。 
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表 1-7 寒川町立小中学校の時間割（平成 30 年度） 

  

寒川小学校 一之宮小学校 旭小学校 小谷小学校 南小学校 寒川中学校 旭が丘中学校 寒川東中学校

健康観察　8:40～8:45 朝の会　8:40～8:45 朝の会、健康観察
8:40～8:45 学活　8:40～8:45

短学活　8:50～8:55

※学校により、給食時間以降は、別日課もあります。

学活

朝の読書
8:30～8:40

１校時
8:50～9:40

２校時
9:50～10:40

3校時
10:50～11:40

４校時
11:50～12:40

給食
12:45～13:05
（２０分）

昼休み
13:05～13:20

５校時
13:25～14:15

６校時
14:25～15:15

学活

環境整備
学活

朝読書
8:40～8:50

１校時
9:00～9:50

２校時
10:00～10:50

3校時
11:00～11:50

４校時
12:00～12:50

給食
12:55～13:15
（２０分）

昼休み
13:15～13:30

５校時
13:35～14:25

６校時
14:35～15:25

清掃

給食
12:55～13:15
（２０分）

昼休み
13:15～13:30

５校時
13:35～14:25

６校時
14:35～15:25

４校時
12:00～12:50

５校時
13:35～14:20

６校時
14:25～15:10

昼休み
13:15～13:40

５校時
13:40～14:25

６校時
14:30～15:15

３校時
10:40～11:25

４校時
11:30～12:15

給食
12:15～13:00
（４５分）

掃除
13:00～13:15

昼休み
13:15～13:35

朝自習
8:30～8:40

１校時
8:45～9:30

２校時
9:35～10:20

２校時
9:35～10:20

２０分休み
10:20～10:40

６校時
14:35～15:20

３校時
10:40～11:25

４校時
11:30～12:15

給食
12:15～12:55
（４０分）

帰りの会

４校時
11:35～12:20

給食
12:20～13:05
（４５分）

掃除
13:05～13:25

昼休み
13:25～13:45

５校時
13:45～14:30

朝の会
8:40～8:50

１校時
8:50～9:35

２校時
9:40～10:25

２０分休み
10:25～10:45

３校時
10:45～11:30

９時

８時

帰りの会
15:15～15:25

朝自習（月、火、水、木）、
朝会（火）、朝読書（金）

8:30～8:40

１．２校時
8:45～10:20

２０分休み
10:20～10:40

３．４校時
10:40～12:15

給食
12:15～13:00
（４５分）

掃除、昼休み
13:00～13:35

５校時
（月、金）
13:35～14:20

５．６校時
（火、水、木）
13:35～15:10

帰りの会
（月、金）
14:25～14:35

帰りの会（火、水、木）
15:10～15:25

クラブ、委員会（金）
15:10～15:20

朝自習
8:30～8:40

１．２校時
8:45～10:20

２０分休み
10:20～10:40

３．４校時
10:40～12:15

１４
時

１５
時

１０
時

１１
時

１２
時

１３
時

５．６校時
13:40～15:15

打合せ
8:30～8:40

朝の読書、学活
8:40～8:55

１校時
9:00～9:50

２校時
10:00～10:50

3校時
11:00～11:50

朝自習、朝の会
8:30～8:45

１校時
8:45～9:30

２０分休み
10:20～10:40

掃除
12:55～13:15

給食
12:15～12:55
（４０分）

掃除
12:55～13:15

昼休み
13:15～13:40

帰りの会
15:10～15:15帰りの会

15:15～15:25

朝自習
8:30～8:40
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小学校における食物アレルギーへの対応状況 

(1) 現在の食物アレルギーへの対応について 

各小学校において保護者と教職員が面談し、対象児童のアレルギーに関する具体的な情報

や保護者の希望を把握しており、学校生活管理指導票で管理している。その内容をもとに、

各小学校において献立を工夫して代替食や除去食の提供を行っている。また、小学校に常勤

している栄養士や養護教諭が担任教師と連携し、転出入や体調に変化があった児童の即時対

応を行っている。 

 

(2) 給食対応している食物アレルギーを持つ児童数 

各小学校における、給食対応している食物アレルギーを持つ児童数は表 1-8 のとおりで

ある。 

表 1-8 食物アレルギーを持つ児童数（平成 30 年 4 月現在） 

※代替食については主食や主菜の対応は行っておらず、主にデザートにおいて、卵アレルギーの

児童にプリンではなくゼリーを出す等の対応を取っている。 

 

(3) アレルゲン抜きのアレルギー対応給食について 

アレルギー対応調理において一番重要なことは、アレル

ゲンを混入させないことである。アレルギー対応給食を作

るためには、一般の学校給食の食材と混ざることがないよ

う、独立した専用調理室や器具が必要となる。現在の小学

校給食調理室においては専用のコンロで調理しているが、

専用調理室が区分されていないなどの課題がある。 

学校名 寒川小学校 
一之宮 

小学校 
旭小学校 小谷小学校 南小学校 合計 

食物 

ｱﾚﾙｷﾞｰを

持つ 

児童数 

8 人 10 人 14 人 9 人 14 人 55 人 

内訳 

除去食対応 

（8 人） 

家庭から 

持参 

（献立によ

り 1 名） 

 

除去食対応 

（10 人） 

家庭から 

持参 

（一部おか

ず持参 3

人） 

 

除去食対応 

（13 人） 

家庭から 

持参 

（1 人） 

※宗教上の

理由で持参

1 名 

除去食対応 

（9 人） 

 

除去食対応 

（14 人） 

家庭から 

持参 

（献立によ

り 5 名） 

※宗教上の

理由で持参

2 名 

 

総児童数 531 人 364 人 716 人 491 人 506 人 2,608 人 

割 合 1.5% 2.7% 2.0% 1.8% 2.8% 2.1％ 

写真 1-3 アレルギー対応専用コンロ 
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調理にかかる職員の配置 

各小学校における調理にかかる職員の配置状況は表 1-9 のとおりである。 

表 1-9 調理にかかる職員の配置状況（平成 30 年 4 月） 

学校名 
寒川 

小学校 

一之宮 

小学校 
旭小学校 

小谷 

小学校 
南小学校 合計 

栄養士（人） 1 1 1 1 1 5 

調理員 

（人） 

常勤 3 3 3 3 3 15 

臨時 2(4) 0.5(1) 3 .5(7) 1.5(3) 1.5(3) 9(18) 

合計 6 4.5 7 5.5 5.5 29 

食数 568 食 391 食 765 食 534 食 540 食 2,798 食 

※臨時調理員は交代制のため 2 人で 1 人対応扱い。( )内は人数。食数は教職員を含む。 

※配置状況は定数。旭小学校は栄養士ではなく栄養教諭を配置。 

 

小学校給食調理室の課題 

各小学校給食調理室における調理動線や衛生上の課題等について、現地調査、栄養士及び調理

員へのヒアリング等を踏まえ、表 1-10 及び次頁以降のとおり整理した。 

表 1-10 小学校給食調理室の主な課題 

項目 課題 

運用面 ・ 部屋及び通路自体が狭い。 

・ 柱が邪魔となり、動線に影響がある給食調理室が多い。 

・ 出入口が狭く、人の往来に支障がある。 

・ 排水溝の段差等があり、ワゴン等の移動において危険である。 

設備面 ・ 調理機器・設備・什器等、老朽化しているものも多く、修繕しながら使用し

ている状況である。 

・ 給食調理室の建物自体も老朽化が進んでいる。 

衛生面 ・ 汚染区域と非汚染区域はラインで区分しているのみである。 

・ アレルギー対応食は家庭用ガスコンロで調理しているが、空間は区切られ

ていない。 

・ 手洗い等の設備が小さく、作業効率が悪い。 

食育面 ・ 給食調理室の構造上、調理過程を見せたりすることは難しい。 

 

各小学校給食調理室の現状については、P.32～36 の参考 5「各小学校の給食調理室の現状」を

参照 
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1.3 中学校給食の現状と課題 

中学校給食の実施状況 

寒川町の中学校の生徒数は表 1-11 のとおりとなっている。現在、中学校 3 校では、生徒は家

庭から弁当を持参し、牛乳（ミルク）のみを提供するミルク給食を実施している。 

平成 16 年からは、生徒が弁当を家庭から持参できない場合にスクールランチ（教育委員会が

民間調理業者と協定を締結し、毎朝各中学校からの注文により業者が調理した日替わり弁当を配

達する方式。1 食あたり税込み 410 円。）を提供している。なお、スクールランチの利用状況は、

各中学校あたり 1 日平均 1～5 名程度である。（H30 年 4 月時点） 

表 1-11 中学校の生徒数（平成 30 年 4 月） 

学校名 寒川中学校 旭が丘中学校 寒川東中学校 合計 

生徒数（人） 274 599 446 1,319 

 

中学校における食育の状況と課題 

各中学校で食に関する指導の全体計画と指導目標を定めている。 

食育のねらいとしては、食事の重要性、食事の喜び、楽しさを理解すること、心身の成長や健

康の保持増進の上で食事を通して望ましい栄養のとり方を理解し、自ら管理していく能力を身に

つけることである。正しい知識・情報に基づいて、食物の品質及び安全性について自ら判断でき

る能力を身につけることなどがある。家庭科をはじめ、社会科、理科、保健体育、技術などの食

に関連のある教科や、学校行事などを通して食育に取り組んでいる。 

ただ、小中学校の時間割（表 1-12）に記載のとおり、中学校の昼食時間は 20 分と小学校の 40

～45 分に比べてかなり短く、1 年生には、時間が少なくお弁当を完食できない、または急いで食

べている生徒もいるなど、昼食時間が短いという課題があげられる。 

今後、中学校において小学校と同様に給食を配送・配膳するにあたって、小学校と同程度の昼

食時間確保を図ることに伴い、時間割変更の検討が必要となる。 
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表 1-12 寒川町立小中学校の時間割（平成 30 年度）（P.9 表 1-7 再掲） 

  

寒川小学校 一之宮小学校 旭小学校 小谷小学校 南小学校 寒川中学校 旭が丘中学校 寒川東中学校

健康観察　8:40～8:45 朝の会　8:40～8:45
朝の会、健康観察

8:40～8:45 学活　8:40～8:45

短学活　8:50～8:55

※学校により、給食時間以降は、別日課もあります。

学活

朝の読書
8:30～8:40

１校時
8:50～9:40

２校時
9:50～10:40

3校時
10:50～11:40

４校時
11:50～12:40

給食
12:45～13:05
（２０分）

昼休み
13:05～13:20

５校時
13:25～14:15

６校時
14:25～15:15

学活

環境整備
学活

朝読書
8:40～8:50

１校時
9:00～9:50

２校時
10:00～10:50

3校時
11:00～11:50

４校時
12:00～12:50

給食
12:55～13:15
（２０分）

昼休み
13:15～13:30

５校時
13:35～14:25

６校時
14:35～15:25

清掃

給食
12:55～13:15
（２０分）

昼休み
13:15～13:30

５校時
13:35～14:25

６校時
14:35～15:25

４校時
12:00～12:50

５校時
13:35～14:20

６校時
14:25～15:10

昼休み
13:15～13:40

５校時
13:40～14:25

６校時
14:30～15:15

３校時
10:40～11:25

４校時
11:30～12:15

給食
12:15～13:00
（４５分）

掃除
13:00～13:15

昼休み
13:15～13:35

朝自習
8:30～8:40

１校時
8:45～9:30

２校時
9:35～10:20

２校時
9:35～10:20

２０分休み
10:20～10:40

６校時
14:35～15:20

３校時
10:40～11:25

４校時
11:30～12:15

給食
12:15～12:55
（４０分）

帰りの会

４校時
11:35～12:20

給食
12:20～13:05
（４５分）

掃除
13:05～13:25

昼休み
13:25～13:45

５校時
13:45～14:30

朝の会
8:40～8:50

１校時
8:50～9:35

２校時
9:40～10:25

２０分休み
10:25～10:45

３校時
10:45～11:30

９時

８時

帰りの会
15:15～15:25

朝自習（月、火、水、木）、
朝会（火）、朝読書（金）

8:30～8:40

１．２校時
8:45～10:20

２０分休み
10:20～10:40

３．４校時
10:40～12:15

給食
12:15～13:00
（４５分）

掃除、昼休み
13:00～13:35

５校時
（月、金）
13:35～14:20

５．６校時
（火、水、木）
13:35～15:10

帰りの会
（月、金）
14:25～14:35

帰りの会（火、水、木）
15:10～15:25

クラブ、委員会（金）
15:10～15:20

朝自習
8:30～8:40

１．２校時
8:45～10:20

２０分休み
10:20～10:40

３．４校時
10:40～12:15

１４
時

１５
時

１０
時

１１
時

１２
時

１３
時

５．６校時
13:40～15:15

打合せ
8:30～8:40

朝の読書、学活
8:40～8:55

１校時
9:00～9:50

２校時
10:00～10:50

3校時
11:00～11:50

朝自習、朝の会
8:30～8:45

１校時
8:45～9:30

２０分休み
10:20～10:40

掃除
12:55～13:15

給食
12:15～12:55
（４０分）

掃除
12:55～13:15

昼休み
13:15～13:40

帰りの会
15:10～15:15帰りの会

15:15～15:25

朝自習
8:30～8:40
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全国の公立中学校における完全給食の実施状況 

公立中学校における完全給食の実施状況は、平成 28 年 5 月 1 日現在、全国平均で 90.2%、神

奈川県では 27.3%となっている。 

表 1-13 都道府県別学校給食実施状況（公立中学校数） 

 

資料：平成 28 年度 学校給食実施状況調査より 

 

中学校給食のあり方 

現在実施されているミルク給食について過去にアンケートを取ったところ、毎日の弁当により

親子の絆を確認し、より強くする効果が期待できることから、現状のままでよいという意見があ

ったが、夫婦共働きの家庭においては、毎日の弁当作りが負担になっている実態もある。また、

諸事情により弁当を持参できない生徒に対して、疎外感や孤独感を抱かせる可能性も考えられる。 

神奈川県における公立中学校の完全給食実施率は全国で最下位であり、その是非については

様々な意見があるものの、学校給食を活用した食育の推進、生徒の健康増進と食事の栄養バラン

ス、食材の安全・安心、家庭環境や経済状況の変化に伴う負担軽減などの視点から、中学校の完

全給食実施が必要だと判断できる。 

 

学校数 百分比 学校数 百分比 学校数 百分比 学校数 百分比
1 北 海 道 601    580    96.5  7      1.2   9      1.5   596    99.2  

2 青 森 県 160    148    92.5  1      0.6   11     6.9   160    100.0 

3 岩 手 県 163    142    87.1  4      2.5   17     10.4  163    100.0 

4 宮 城 県 203    197    97.0  4      2.0   1      0.5   202    99.5  

5 秋 田 県 115    113    98.3  -      -    -      -    113    98.3  

6 山 形 県 98     92     93.9  5      5.1   -      -    97     99.0  

7 福 島 県 221    220    99.5  -      -    1      0.5   221    100.0 

8 茨 城 県 220    217    98.6  3      1.4   -      -    220    100.0 

9 栃 木 県 162    157    96.9  -      -    -      -    157    96.9  

10 群 馬 県 161    159    98.8  -      -    -      -    159    98.8  

11 埼 玉 県 414    412    99.5  -      -    1      0.2   413    99.8  

12 千 葉 県 380    380    100.0 -      -    -      -    380    100.0 

13 東 京 都 614    606    98.7  -      -    5      0.8   611    99.5  

14 神奈川県 410    112    27.3  -      -    151    36.8  263    64.1  

15 新 潟 県 231    229    99.1  -      -    1      0.4   230    99.6  

16 富 山 県 81     80     98.8  -      -    -      -    80     98.8  

17 石 川 県 86     84     97.7  -      -    1      1.2   85     98.8  

18 福 井 県 75     71     94.7  3      4.0   -      -    74     98.7  

19 山 梨 県 82     79     96.3  -      -    -      -    79     96.3  

20 長 野 県 188    183    97.3  -      -    2      1.1   185    98.4  

21 岐 阜 県 181    180    99.4  -      -    -      -    180    99.4  

22 静 岡 県 264    256    97.0  1      0.4   6      2.3   263    99.6  

23 愛 知 県 418    416    99.5  -      -    -      -    416    99.5  

24 三 重 県 157    144    91.7  -      -    5      3.2   149    94.9  

25 滋 賀 県 99     65     65.7  1      1.0   3      3.0   69     69.7  

26 京 都 府 170    122    71.8  -      -    5      2.9   127    74.7  

27 大 阪 府 461    374    81.1  3      0.7   -      -    377    81.8  

28 兵 庫 県 340    214    62.9  1      0.3   77     22.6  292    85.9  

29 奈 良 県 104    87     83.7  -      -    5      4.8   92     88.5  

30 和歌山県 124    104    83.9  -      -    -      -    104    83.9  

31 鳥 取 県 59     57     96.6  -      -    -      -    57     96.6  

32 島 根 県 98     96     98.0  -      -    -      -    96     98.0  

33 岡 山 県 155    150    96.8  -      -    3      1.9   153    98.7  

34 広 島 県 236    193    81.8  6      2.5   32     13.6  231    97.9  

35 山 口 県 150    149    99.3  -      -    -      -    149    99.3  

36 徳 島 県 83     82     98.8  -      -    -      -    82     98.8  

37 香 川 県 68     67     98.5  -      -    -      -    67     98.5  

38 愛 媛 県 130    129    99.2  -      -    -      -    129    99.2  

39 高 知 県 105    79     75.2  -      -    18     17.1  97     92.4  

40 福 岡 県 340    311    91.5  -      -    29     8.5   340    100.0 

41 佐 賀 県 90     67     74.4  2      2.2   20     22.2  89     98.9  

42 長 崎 県 175    165    94.3  -      -    9      5.1   174    99.4  

43 熊 本 県 -      -      -     -      -    -      -    -      -    

44 大 分 県 127    125    98.4  -      -    2      1.6   127    100.0 

45 宮 崎 県 133    129    97.0  -      -    -      -    129    97.0  

46 鹿児島県 224    222    99.1  -      -    -      -    222    99.1  

47 沖 縄 県 149    146    98.0  -      -    -      -    146    98.0  

9,305  8,390  90.2  41     0.4   414    4.4   8,845  95.1  計

都道府県名 総数
完全給食 補食給食 ミルク給食 計

■完全給食 

給食内容がパン又

は米飯（これらに

準ずる小麦粉食

品、米加工食品そ

の他の食品を含

む。）、ミルク及び

おかずである給食 

 

■補食給食 

完全給食以外の給

食で、給食内容が

ミルク及びおかず

等である給食 

 

■ミルク給食 

給食内容がミルク

のみである給食 
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2. 給食調理方式 

2.1 給食調理方式の比較 

給食調理方式の概要 

各給食調理方式の概要を表 2-1 にまとめる。 

表 2-1 給食調理方式の概要 

比較項目 
単独調理場方式 

（自校直営式） 

共同調理場方式 

（親子方式） 

共同調理場方式 

（センター方式） 

外部委託方式 

（スクールランチ方式） 

方式の概要 

各学校内の敷地に調理場を設ける方式。調理

から喫食までの時間・距離が短い。 

 

調理場を持つ自校直営式の学校が、調理場を

持たない学校の給食調理も行う。一般に距離

の近い学校同士で行われる。 

複数の学校の給食を一括して調理し、給食時

間までに配送する。調理から喫食までの時間

は、自校直営式より長くなる。 

給食センター以外の民間業者の施設で作った

お弁当を、学校に届ける方式。 

方式イメージ 
 

   

実施までの期間 

新たに中学校3校に整備することとなるため、

最も整備期間を要する 

自校直営式に比べて、整備期間は短縮できる

が、小学校の調理場の拡張が必要なため、相

当の年数を有する 

建設用地の確保ができれば、最も早期に整備

可能 

事業者の確保ができれば早期に対応可能 

安全性 

衛生管理を行う箇所が分散しており、一括集

中管理に比べて、安全性の確保が難しい 

単独調理場方式に比べ、衛生管理を行う箇所

が少ないため、安全性の確保がしやすい 

衛生管理を1箇所で集中的かつ効率的に行え

るため、最も安全である 

栄養士による管理が義務づけられておらず、

また衛生管理状態が不透明で、管理・指導し

にくい 

本町の学校給食専用の建物でない 

おいしさ 

調理から喫食までの時間・距離が短く、各学

校の児童・生徒に温かい給食を提供すること

が可能 

同左 調理から喫食までの時間は、自校直営式より

も長くなる 

同左 

食育 

児童・生徒の身近で調理が行われていること

から、食育という観点で有効 

学校ごとに献立工夫が可能で個性化を図るこ

とが可能 

調理場のある学校（親）では児童・生徒の身

近で調理が行われており、児童・生徒への食

育が可能 

一方、調理場のない学校（子）での食育は難

しく、サービスの偏りが生じる 

児童・生徒の身近で調理が行われていない

が、施設見学会の開催や見学スペースを設置

することで、食育が可能 

児童・生徒の身近で調理が行われておらず、

難しい 

食物アレルギー 

対応 

個々の施設で対応するため、経済的に負担が

大きい 

単独調理場方式より負担は少ない 管理を一元化してできるため、最も経済的に

アレルギー対応ができる 

対応は難しい 

建設用地 
新たに必要な中学校3校の敷地内に、調理場建

設可能なスペースの検討が必要 

調理場のある学校(親)で調理数が増えるため、

施設再整備のための用地が必要 

敷地の選定から検討が必要。配送計画や建設

スケジュールの検討が必要 

建設用地の検討は不要 

※方式イメージ内の工場扱い、工場は、建築基準法の建物用途が工場になり、建築できる用途地域が限定されます。 



16 

 

各給食調理方式における調理から喫食までの流れ 

各給食調理方式における調理から喫食までの流れとおおよその所要時間は表 2-2 のとおりで

ある。なお、本町は面積が小さく、共同調理場から各校への配送時間は 20 分以内と想定される

ため、単独調理場方式に比べて調理から喫食までの時間に大きな影響はないと考えられる。 

表 2-2 各給食調理方式における調理から喫食までの流れ 

単独調理場方式 
（自校直営式） 

共同調理場方式 
（親子方式） 

共同調理場方式 
（センター方式） 

外部委託方式 
（スクールランチ方式） 

 
調理 

 
│ 

│ 
│ 

│ 

│ 
│ 

↓ 

各階への配膳 
（15分） 

 
↓ 

クラスでの配膳 
（10分） 

 
↓ 

喫食（片付含む） 
（30～35分） 

 

 
調理 

 
↓ 

一部学校への配送 

 
↓ 

各階への配膳 

（15分） 

 
↓ 

クラスでの配膳 

（10分） 

 
↓ 

喫食（片付含む） 

（30～35分） 

 

 

 
調理 

 
↓ 

各校への配送 

 
↓ 

各階への配膳 

（15分） 

 
↓ 

クラスでの配膳 

（10分） 

 
↓ 

喫食（片付含む） 

（30～35分） 

 

 

 
調理 

 
↓ 

各校への配送 

 
↓ 

各階への配膳 

（15分） 

 
↓ 

クラスでの配付 

（5分） 
│ 

│ 

│ 
│ 

│ 

↓ 
喫食（片付含む） 

（30～35分） 
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3. 寒川町の方針 

3.1 提供食数の想定 

食数の想定にあたり、平成 35 年度を供用開始年度として、給食設備における給排水設備等の

耐用年数である 15 年間を見込んだ平成 50 年までの想定とする。 

P.6（各小学校区 5～14 歳）児童生徒数の推計において、将来人口推計では平成 35 年の 4,143

人をピークに人口が減少する一方で、人口シミュレーションでは平成 35 年の 4,380 人から増加

を始め、平成 50 年には 4,564 人となる。 

給食の設備は、その運用の工夫により 200 食程度の増産に対応可能なため、現在及び今後の児

童・生徒数、教職員数の推計から、4,400 食規模を想定する。 

※ 5 歳は小学生ではないものの、給食の提供における教職員分をその学年分相当と換算する 

 

3.2 給食提供にあたっての基本方針 

寒川町における給食の現状と課題等を踏まえ、今後の給食提供にあたっての基本方針を、以下

のように定める。 

 

(1) 食の安全性の確保 

・ 学校給食衛生管理基準への適合 

・ HACCP の概念を取り入れ、徹底した衛生管理とリスク削減 

(2) 食育のさらなる推進 

・ 学校給食に対する理解を深めるため、栄養指導等を強化し、一層の食育推進を検

討 

(3) 食物アレルギーへの対応 

・ 児童・生徒の身体状況を適切に把握するとともに、きめ細かな対応を実施 

・ 学校、保護者と十分な情報共有を図り、アレルギー原因物質の除去食（可能であ

れば代替食）を提供 

(4) 地産地消の充実 

・ 地場産物の活用の推進 

(5) 労務環境及び環境負荷への配慮 

・ 働きやすく快適な職場環境とするとともに、無駄のない効率的な作業空間の実現 

・ 調理機器等の省エネルギー化、廃棄物の減量とリサイクルへの取組等の環境負荷

の軽減 
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3.3 基本方針の詳細 

食の安全性の確保 

学校給食の基本法令である学校給食法に位置付けられた「学校給食衛生管理基準」は、学校給

食における衛生管理の徹底を図るため、食品の検収・保管、調理・配送及び衛生管理体制などの

重要事項について示したものである。 

また、厚生労働省の「大量調理施設衛生管理マニュアル」では、集団給食施設等における食中

毒を予防するために、HACCP※の概念に基づき、調理過程における重要管理事項が示されてい

る。主な内容は、学校給食衛生管理基準と同等であるが、より実作業に即しており、特に温度管

理等に関する規定は詳細に定められている。 

学校給食衛生管理基準において大きなポイントは以下の点である。 

・ 食材の移動、人の移動が一方通行であること。（交差汚染しないこと。） 

・ 汚染作業区域と非汚染作業区域の明確な分離を図ること。 

・ 食材ごとに適切な温度管理ができること。 

・ 調理後 2 時間以内に喫食できること。 

・ ドライシステムに対応した施設とすること。（微生物の増殖を助長するような環境に

しないこと） 

 

※HACCP（Hazard Analysis and Critical Control Point）と

は、食品等事業者自らが食中毒菌汚染や異物混入等の危害

要因（ハザード）を把握した上で、原材料の入荷から製品

の出荷に至る全工程の中で、それらの危害要因を除去又は

低減させるために特に重要な工程を管理し、製品の安全性

を確保しようとする衛生管理の手法である。この手法は国

連の国連食糧農業機関（FAO）と世界保健機関（WHO）の

合同機関である食品機関（コーデックス）委員会から発表

され、各国にその採用を推奨している国際的に認められた

ものである。 

※HACCP 方式と従来の製造方法の違いは、従来の抜取検査

による衛生管理に比べ、より効果的に問題のある製品の出

荷を未然に防ぐことが可能になるとともに、原因の追究を

容易にすることが可能になるものである。HACCP を導入

した施設においては、必要な教育・訓練を受けた従業員に

よって、定められた手順や方法が日常の製造過程において

遵守されることが不可欠である。 

 

 

  

原材料（受入検査）

保管（温度管理）

洗浄殺菌（塩素消毒）

加熱処理（芯温管理）

盛り付け（金属検査）

配送

図 3-1 HACCP イメージ 
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食育のさらなる推進  

現在小学校で行われている食育を、より一層推進するとともに、中学校においても取り組むこ

ととする。 

 

(1) 小学校 

①給食時間における配膳や配膳時の調理員との交流、ランチルーム等による食育 

②日常における取り組み 

  

(2) 中学校 

①給食を食育としてとらえ、必要な給食時間を確保 

②給食だより等により、保護者にも食育の重要性を伝達 

③栄養価の高いバランスの取れた給食を提供するとともに、地産地消を推進 

 

食物アレルギーへの対応 

(1) 食物アレルギー対応 

食物アレルギー対応の前提 

食物アレルギーは、特定の食品中に含まれる物質により、じんましんなどを発症するア

レルギー反応である。提供方式にかかわらず、今後は食物アレルギーに対応できる施設整

備を目指すことから、必要な対応事項を整理する。 

 

a) 施設・設備、食器等 

調理過程において偶発的に食物アレルギー物質が混入してしまう事態（コンタミネーシ

ョン）を避けるための対策として専用器具の使用や専用調理室の確保が望まれる。また、

食物アレルギー対応食の提供に際しては、専用容器により提供することを想定するため、

これらの食器については、事業者による調達品目に加える必要がある。 

 

b) 調理体制 

食物アレルギー対応食は、除去食を含め通常調理とは別の作業となる。また、調理中の

食物アレルギー原因食品の混入や配食の間違いは、深刻な事態を招く可能性もある。この

ため、調理効率は、従来の給食と比べ極端に低いものと考える必要がある。 

 

  

① 学校 ⇒ 子供 〇給食だより、掲示物による食育啓発など 

② 学校 ⇒ 子供 〇クイズ形式など、学校内での掲示物による食育教育など 

③ 学校 ⇐ 子供 〇実際の調理現場を見ての食育など 

④ 学校 ⇔ 子供 〇調理員、栄養士との定期的な交流など 
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食物アレルギー対応方法の検討 

現状の町の食物アレルギー対応としては、小学校給食調理室において、乳と卵等のアレ

ルゲンの除去対応を行っている。 

「学校給食実施基準（文部科学省）」においても食物アレルギー対応が求められている

こと等を踏まえ、文部科学省では「学校給食における食物アレルギー対応指針（平成 27

年 3 月）」を定めており、表 3-1 に示すとおり、学校給食における食物アレルギーの対応

方法をまとめている。これを参考に具体的な方針を決定する必要がある。 

表 3-1 学校給食における対応レベル 

レベル 対応 内  容 

1 詳細な 

献立表対応 

給食の原材料を詳細に記した献立表を事前に配布し、それ

をもとに保護者や担任などの指示又は児童生徒自身の判断

で、給食から原因食品を除いて食べる対応。単品で提供され

るもの（例 果物など）以外、調理されると除くことができ

ないので適応できない。 

詳細な献立表の作成と配布は学校給食対応の基本であり、

レベル 2 以上の対応でも、あわせて提供すること。 

2 一部弁当持参 除去又は代替食対応において、当該献立が給食の中心的献

立、かつその代替提供が給食で困難な場合、その献立に対し

てのみ部分的に弁当を持参する 

完全弁当対応 食物アレルギー対応が困難なため、すべて弁当持参する。 

3 除去食対応 広義の除去食は、原因食物を給食から除いて提供する給食

を指し、調理の有無は問わない。 

【例】飲用牛乳や単品の果物を提供しない 等 

本来の除去食は、調理過程で特定の原材料を除いた給食を

提供することを指す。 

【例】かき玉汁に卵を入れない 等 

4 代替食対応 広義の代替食は、除去した食物に対して何らかの食材を代

替して提供する給食を指し、除去した食材や献立の栄養価

等の考慮の有無は問わない。本来の代替食は、除去した食材

や献立の栄養量を考慮し、それを代替して 1 食分の完全な

給食を提供することを指す。 

資料：文部科学省「学校給食における食物アレルギー対応指針（平成 27 年 3 月）」 

 

今後の方針 

引き続き、現状以上の対応をとれるように努める。 

① レベル 3 の除去食対応の場合 原因食物除去の種類の増加など 

② レベル 4 の代替食対応の場合 衛生設備面、専門の人員配置などの対応を検討  
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＜参考＞ 

給食センターの規格・規模 

 

参考 1 建設用地の選定基準 

学校給食センターの建設用地の選定にあたっては、以下の項目を選定基準に掲げ、合致する項

目の多い用地の取得検討を行う。 

表 3-2 建設用地の選定基準 

大項目 小項目 選定基準 

土地利用 

敷地面積 
・ 敷地面積で 4,000 ㎡程度以上の面積が確保でき

る土地 

地質 
・ 地盤が強固であり地盤改良等の基礎工事に莫大

な費用を要さない土地 

立地 

・ 町内全 8 校において、調理後 2 時間以内に喫食

できる配送が可能である土地 

・ 周辺住民の理解が得られる土地 

都市計画法 

・ 給食センター（共同調理場）は建築基準法上、建

物用途が工場に分類されるため、市街化区域内

の場合、工業系（準工業地域、工業地域、工業専

用地域）の用途地域のみ建築が原則可能。 

所有形態 ・ 公共用地の有効活用ができる土地 

防災性 浸水想定区域 
・ 寒川町洪水ハザードマップにおいて想定される

浸水被害が少ない土地 

経済性 土地の取得・造成 ・ 土地の取得・造成費用が少ない土地 

インフラの整備 

電気・水道等の引込

み容易性 

・ 新たな電気・水道・ガス・下水道等のインフラ整

備の必要がない土地 

アプローチ道路の状

況等 

・ 配送車両が通行できる道路（幅員 4ｍ以上）に面

している土地 

許認可・法規制 許認可・法規制の状

況 

・ その他建設に伴う条件（農振農用区域・埋蔵文化

指定区域等）が整っている土地 
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参考 2 想定される敷地面積及び延床面積 

現時点で想定される食数に対して必要となる敷地面積及び延床面積を、平成 20 年 4 月以降に

整備された同規模の調理能力を有する全国の学校給食センターの事例から推計すると、敷地面積

は 4,000 ㎡程度以上、延床面積は 2,600 ㎡程度が目安になると想定される。 

表 3-3 想定される敷地面積及び延床面積 

 敷地面積（㎡） 延床面積（㎡） 調理能力（食/日） 

A 市学校給食センター 3,800 2,200 4,500 

B 市学校給食センター 4,100 2,500 5,200 

C 市学校給食センター 5,000 2,500 4,300 

D 市学校給食センター 7,500 2,900 5,000 

E 市学校給食センター 5,500 2,500 4,500 

F 市学校給食センター 6,500 3,000 4,500 

G 市学校給食センター 7,400 2,400 5,000 

H 市学校給食センター 7,700 2,400 4,500 

最小 3,800 2,200 － 

最大 7,700 3,000 － 

平均 5,938 2,550 － 

 

※同程度の延べ床面積に対して敷地面積が 4,000 ㎡～7,000 ㎡まで違いがあるが、敷地形状や

駐車場の確保台数の違い、地域性による用地の確保に伴う様々な要因があると考えられる。 

 

＜参考 4,000 ㎡の土地の規模イメージ＞ 

 

  

四角で囲った 

町民センター、駐車場 

役場の別館を含めた部分程度 

国土地理院 地理院地図より 
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参考 3 想定される諸室 

現時点で想定される基本性能を加味した学校給食センターの一般的な諸室は表 3-4、一般的な

平面図のイメージは図 3-2 のとおりである。 

表 3-4 諸室一覧（案） 

 

  

図 3-2 平面図イメージ  

野菜類下処理室 炊飯室 エントランスホール

野菜類検収室 揚物・焼物・煮物調理室 自治体事務室

野菜類荷受室 煮炊調理室 書庫

泥落し室 和え物調理室 ロッカー

器具洗浄室 和え物加熱コーナー 倉庫

食品庫 アレルギー対策室 来客用トイレ

計量室 器具洗浄室 多目的トイレ

魚肉類下処理室 コンテナプール 見学通路

魚肉類検収室 配送前室 調理実習室

魚肉類荷受室 前室 ランチルーム兼研修室

割卵室 事業者用事務室 機械室

備蓄倉庫 職員用トイレ 防災備蓄倉庫

米庫 調理員用トイレ 配送員控室

洗米室 更衣室 ゴミ庫

米荷受室 シャワー室 屋根（室外機置場）

油庫 男女休憩室

冷蔵室 洗濯室

冷凍室 乾燥室

洗浄室 倉庫

残滓処理室

洗剤室

回収前室

一
般
開
放
区
域

職
員
区
域

そ
の
他

汚
染
区
域

非
汚
染
区
域
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参考 4 各小中学校における食に関する指導の全体計画 

   

寒川小学校 
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一之宮小学校 
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旭小学校 
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小谷小学校 
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南小学校 
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寒川中学校 
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旭が丘中学校 
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寒川東中学校 
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参考 5 各小学校の給食調理室の現状 

(1) 寒川小学校給食調理室の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

乾燥機 乾燥機 乾燥機 乾燥機 

水槽 

流し 

流し 

洗
浄
機 

炊飯機 

ボイラー 
お釜 

戸
棚 

コ
ン
ロ 

オーブン 

手洗い 

ラ
ッ
ク 

流し 

流し 

手洗い 

冷蔵庫 

冷蔵庫 

牛乳用 

検収台 

冷凍庫 

台 戸棚 

ラ
ッ
ク 

洗面 

洗面 

計り 

計り 

ラック 

ピーラー 

流し 

食品庫 

エレベーター 

事務室 

汚染区域 

汚染区域 

非汚染区域 

エアコン 

あり 

休憩室 

更衣室 

物品庫 

シャワー室 

トイレ 

検収室 

荷受室 

下処理室 

流し 

ワゴンプール 

職員 

出入口 

■窓越しに子供

達が見える 

校舎廊下 

■上の方にも窓があり 

明るい 

■子供達は通学時に窓越し

に調理場を見ることができる 

野菜の搬入口 

網戸あり 

エアコンあり 

 トイレ用 

手洗い 

 
■トイレ用手洗い 

 

野菜以外の

搬入口 

 

■外観 

登校時の門 

■外観 ■生ゴミの搬出 

■外観 

■室内 

■事務室 ■EV前の床 

 

■荷受室 

■流し 

■調理釜 ■流し ■洗浄機 

■戸棚 

■通路 

■洗面台 

■手洗い 

 お湯が出る 

■窓 ■最終マス 

■室内 

■コンロ 
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(2) 一之宮小学校給食調理室の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ワゴン 

■職員入口 

 

■棚 
 

■炊飯器 

 

■ワゴンプール 

 

■子供との連絡ノート 

 

子供との連絡ノート 

■換気扇 
 

■窓 
 

■窓 

子供の声が聞こえる 

 

■側溝 
 

■洗浄機 

 

■アレルギー対応 
 

■エレベーター 

 

■シンク 

 

■上部の送風機 

 

■区域の区切り 
 

非汚染区域 

汚染区域 

■水道 

 

■ボイラー 

 

 

■オーブン 

 

■手洗ゴミ搬出 

 

■冷蔵庫・冷凍庫 

汚染区域 

非汚染区域 

■手洗 
網戸・扉 

■食材搬入 

 

■検収台 

 

■栄養士室 

■調理員休憩室  

 

■洗濯機 

 

廊下に模造紙で 
食育のことを掲示 

下駄箱 前室 
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(3) 旭小学校給食調理室の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

炊飯器 
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浄
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■ワゴンプール 
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職員出入口 

■職員出入口 ■消毒保管庫 

■窓 

 

■天窓何か所かあり ■炊飯器 ■区域の区切り 

 

 

牛乳の 

搬入 

その他 

搬入 

■搬入口 

■窓（換気） 

■食品庫と冷蔵庫 

■配管 

■排水溝 

事
務
室 

野菜を洗うシンク 検品 

配膳の時に子どもたち

とふれあいあり 
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(4) 小谷小学校給食調理室の現状 
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(5) 南小学校給食調理室の現状 
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扉 
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エアコンあり 

■配膳前の食缶類と調理場の扉カーテン 
 

■フード 

■窓 子供が直接現場を確認できる 

■アレルギー対応ガスコンロ 
 

■排水溝 
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■シンク 
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検収 
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■窓 子供たちが朝や休み時間に覗ける ■ホールに面して食育の取り組み紹介 


